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令和３年（受）第１１１２号 音楽教室における著作物使用に関わる請求権不存在

確認請求事件 

令和４年１０月２４日 第一小法廷判決 

            

            主     文 

       本件上告を棄却する。 

       上告費用は上告人の負担とする。 

            理     由 

 上告代理人田中豊ほかの上告受理申立て理由第２について 

１ 原審の適法に確定した事実関係の概要は、次のとおりである。 

 上告人は、著作権等管理事業法２条３項に規定する著作権等管理事業者であ

り、著作権者から著作権の信託を受けるなどして音楽著作物の著作権を管理してい

る（以下、上告人の管理に係る音楽著作物を「本件管理著作物」という。）。 

 被上告人らは、音楽教室を運営する者であり、被上告人らと音楽及び演奏

（歌唱を含む。以下同じ。）技術の教授に関する契約を締結した者（以下「生徒」

という。）に対し、自ら又はその従業員等を教師として、上記演奏技術等の教授の

ためのレッスン（以下、単に「レッスン」という。）を行っている。 

生徒は、上記契約に基づき、被上告人らに対して受講料を支払い、レッスンにお

いて、教師の指示・指導の下で、本件管理著作物を含む課題曲（以下、単に「課題

曲」という。）を演奏している。 

２ 本件は、被上告人らが、上告人を被告として、上告人の被上告人らに対する

本件管理著作物の著作権（演奏権）の侵害を理由とする不法行為に基づく損害賠償

請求権等が存在しないことの確認を求める事案である。本件においては、レッスン

における生徒の演奏に関し、被上告人らが本件管理著作物の利用主体であるか否か

が争われている。 

３ 所論は、生徒は被上告人らとの上記契約に基づき教師の強い管理支配の下で
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演奏しており、被上告人らは営利目的で運営する音楽教室において課題曲が生徒に

より演奏されることによって経済的利益を得ているのに、被上告人らを生徒が演奏

する本件管理著作物の利用主体であるとはいえないとした原審の判断には、法令の

解釈適用の誤り及び判例違反があるというものである。 

４ 演奏の形態による音楽著作物の利用主体の判断に当たっては、演奏の目的及

び態様、演奏への関与の内容及び程度等の諸般の事情を考慮するのが相当である。

被上告人らの運営する音楽教室のレッスンにおける生徒の演奏は、教師から演奏技

術等の教授を受けてこれを習得し、その向上を図ることを目的として行われるので

あって、課題曲を演奏するのは、そのための手段にすぎない。そして、生徒の演奏

は、教師の行為を要することなく生徒の行為のみにより成り立つものであり、上記

の目的との関係では、生徒の演奏こそが重要な意味を持つのであって、教師による

伴奏や各種録音物の再生が行われたとしても、これらは、生徒の演奏を補助するも

のにとどまる。また、教師は、課題曲を選定し、生徒に対してその演奏につき指示

・指導をするが、これらは、生徒が上記の目的を達成することができるように助力

するものにすぎず、生徒は、飽くまで任意かつ自主的に演奏するのであって、演奏

することを強制されるものではない。なお、被上告人らは生徒から受講料の支払を

受けているが、受講料は、演奏技術等の教授を受けることの対価であり、課題曲を

演奏すること自体の対価ということはできない。 

これらの事情を総合考慮すると、レッスンにおける生徒の演奏に関し、被上告人

らが本件管理著作物の利用主体であるということはできない。 

５ 以上と同旨の原審の判断は、正当として是認することができる。所論引用の

判例は、いずれも事案を異にし、本件に適切でない。論旨は採用することができな

い。 

よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 深山卓也 裁判官 山口 厚 裁判官 安浪亮介 裁判官     

岡 正晶 裁判官 堺  徹) 


